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伝統的な日本組織の人材調達では、内部労働市場からの調達が外部労働市場からの調達よりも重視されてきて

おり、外部労働市場からの調達はほぼ新卒採用に限定されてきた。一方、市場環境の変化により、事業戦略や人

材戦略の変革を余儀なくされているにもかかわらず採用活動の変革に成功している組織は少ない。そのひとつの

理由に、採用は、人材マネジメントシステムの一部であり、日本の雇用慣行により、既存の人事制度にその活動

が制約されやすいからということが挙げられる。本研究では、募集・選抜などの採用活動のプロセスは、配属や

教育などの入社後の人事施策とともに人材採用システムを構成するというモデルを理論的枠組みとして置き、採

用活動を変革する際に人材採用システムの各要素がどのような影響を受けるのか、どのように整合性を取る必要

があるのかを事例を通して検証することを目的としている。採用は育成や配置などの入社後の施策と一貫性を持

って設計することが重要であることが示される。 
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Ⅰ．研究の目的 

 

採用は企業の競争力を維持・発展させるための

非常に重要な人事施策である。しかし、事業環境

が変わり、状況に応じた経営戦略、事業戦略の見

直しが迫られる中、日本企業は採用を変革できて

いない。  

その主な理由のひとつは、いわゆるメンバーシ

ップ型雇用のもと、人事諸施策が補完的に整合性

を保っているがゆえに固定的になり、結果として

それら内部人事制度とひとつのシステムを形成し

ている採用だけを変えられなくなっていることが

大きな要因と考える（青木・奥野 1996、濱口 

2013）。 

そのような環境下でどのように採用を変えてい
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くべきなのか？本研究では、日産自動車が、2016

年 4月入社の新卒採用から、従来の採用（理系・

文系の通常の新卒採用）に加え、新卒採用の一部

をビジネスリーダー候補枠（ビジネスリーダー採

用）にあて、これまでとは異なる要件を持つ人材

の採用・育成に取り組んでいる事例を取り上げる。

この事例を通して、採用と育成などの他の人事施

策をどのように結びつけて設計するか、その際に、

企業内でどのようなことに取り組む必要があるの

かといった採用変革の要諦を示す。 

 

Ⅱ．研究の方法 

Ⅱ-１．調査手法 

 

 本研究では日産自動車の採用にかかわる人事関

係者 10 名に聞き取り調査を実施した。調査対象

者の主な内訳は図表１のとおりである。 

 

図表１ 調査対象者の部門と役職 

 

 

 ヒアリング調査は 2015 年の 10 月～12 月に各

人 1～1.5 時間をかけて実施した（一部の対象者は

複数回実施）。日産自動車では、新卒採用は部門別

採用枠が多く、本社のタレントマネジメント部門

が全体を設計し、各事業部人事が選考以降の工程

を主に担っている。ただし、部門や採用枠によっ

て役割分担の範囲などは異なる。主な質問項目は

（１）通常採用の実態と評価、（２）ビジネスリー

ダー採用の実態と評価、（３）採用の関係者間の役

割分担と連携、（４）採用と他人事施策との関係と

影響といったものである。 

 

Ⅱ-２．依拠する理論的枠組み 

 

本研究では、中村（2016）、中村ら（2016）が

示した人材マネジメントシステムとホイールモデ

ルを拠り所とすべき理論的枠組みとした。 

 

図表２ 人材マネジメントシステム 

     
出典：中村ら（2016） 

 

採用および採用の成否に相互に影響する人事施

策を図表２のようなひとつのシステム（人材マネ

ジメントシステム）ととらえ、採用を変えようと

する際に、それがシステムにどのような影響をお

よぼすのか、どのように整合性を取れば成功につ

ながるのか、といったことを、実際の事例で探究

する。 

また、中村ら（2016）が示す戦略的採用のホイ

ールモデル（図表３）とは事業目標の達成や競争

優位性の創出に結びつくように設計された採用活

動の一連の動きを表した理論モデルであり、以下

の 3つの特徴を持つ。 

 

図表３ 戦略的採用のホイールモデル 

 

出典：中村ら（2016） 
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①前提（Input）→プロセス（Process）→成果

（Outcome）のIPO構造、②組織、チーム、個人

という3階層の構造、③活動の全体をデザインし、

推進するハブ機能の3つである。中村ら（2016）

は採用の前提に、採用プロセスの前提のみならず

HRMの前提を置くことが重要であると主張して

おり、人材マネジメントシステムの中で採用がど

う位置づけられているかが、採用の設計やプロセ

スに大きな影響を与えるとしている。それが実際

の企業において実施時期や対象、人数などによっ

てどのような様相を示すのかを整理し、考察する。 

 

Ⅲ．事例紹介 

Ⅲ-１．研究対象企業の沿革 

①経営危機～ルノーとの統合～現在 

 

日産自動車は創業以来先進技術の開発に積極的

で、「技術の日産」として親しまれた。1980 年代

は、「90 年代までに技術世界一を目指す」ことを

旗印とし、全車種の品質向上などの技術開発に力

を注いだ 901 運動を行い、長く名車と呼ばれるよ

うな車を次々と生み出した。 

しかし、1990 年代前半のバブル崩壊後、販売台

数は下降を続け、生き残りのためにコスト削減へ

と舵を切らざるを得なくなった。しかし、その経

営方針の変更は、技術力や商品力の低下を招き、

販売台数はさらに減少するという悪循環をもたら

し、深刻な経営危機を招くこととなった。 

約 2兆円の有利子債務を抱え、危機的な経営状

況に陥った 1999 年に、仏ルノーとの資本提携を

結び、同社の傘下で経営の立て直しを行うことに

なった。ルノーから派遣されたカルロス・ゴーン

が日産自動車に着任し、ルノーから巨額の資金投

入がなされ、ルノーと日産自動車の両社の間で部

品の共通化、購買の共同化などに取り組み、コス

トダウンを図った。 

その後、「日産リバイバルプラン」「日産 180」

「日産バリューアップ」「日産 GT2012」「日産パ

ワー88」に取り組んできた。 

2014 年にはグローバルでの販売台数が 530 万

台を超えており、単体でも世界シェア 6位、ルノ

ー・日産グループとしては847 万台で世界 4位グ

ループとなっている。 

その販売台数比率では 88%を海外販売が占め、

販売ネットワークは160か国以上、車両工場は20

か国にまたがるうえ、新興国でも積極的に生産・

開発体制を強化し、経営も、事業も、ブランドも

グローバル展開している。 

 

②事業のグローバル化とグローバルリーダーの

必要性 

 

 このような事業のグローバル化を踏まえて、タ

レントマネジメントもグローバルで取り組んでい

る。グローバルでの「会社としての魅力の向上」

「採用」「発掘」「育成」「リテンション」を注力分

野と定め、2002 年以降、“キーポストの後継者計

画”“High Potential Person 育成のロードマップ”

“グローバル研修”“High Potential Person 人材

選抜”“Nomination Advisory Council（経営陣に

よる人材開発会議）”の開発・強化に取り組んでき

た。 意思決定層における国籍は多様化し、経営

会議メンバーは 2015 年 1 月現在半数が日本人以

外となっている。 

一方、グローバル化すればするほど、日本人が

占める管理・意思決定ポストは減ってきており、

かつ優秀な後継者も不足するようになっている。

そのことに対し、社内では危機感を持つようにな

ってきていた。また、事業環境の変化のスピード

が上がり、戦略や技術の陳腐化のサイクルが短く

なる中で、若いうちから事業規模の視野と責任を

持ち、重要な意思決定を下す経験を積んだビジネ

スリーダーの育成の必要が高まってきていた。 

CEO であるカルロス・ゴーンは「日産は日本

発のグローバル企業であり、日本の DNA を持つ

グローバル企業であることが我々のマインドセッ

トである」と考えており、2013年、日産自動車は

新たな取り組みとして、主体性、チームワーク、

実行力と、グローバルでのコミュニケーション力、

マネジメントスキルを持った「和魂多才」人材の
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育成強化に着手することを決め、若いうちからビ

ジネスリーダーとしての判断、意思決定の経験を

積み、40 歳代でビジネスリーダーポストを担える

人材を育成することを目的とした Japanese 

Business Leader Development Program（以下 

JBLP）を開始した。 

 

Ⅲ-２．既存の採用・人事制度 

①これまでの採用 

 

ここで一旦、これまでの採用・人事制度を概観

しておこう。日産自動車は 2000 年度新卒採用か

ら職種別採用を実施してきた （日産自動車 

2003）。初期には、それでも緩やかに学校の専攻

に応じた理文の別があったが、2004 年度からは学

校の専攻を問わず、希望する職種に自由に応募で

きるオープンエントリー方式を採用している。 

2000 年前後は、IT バブルの影響で売り手市場

となり、多くの企業が学生の「やりたいことの実

現」に沿った形で職種別採用を導入した。しかし、

働くことをイメージしきれない学生たちの希望職

種は消費者の視点や実情と結びつかないイメージ

の部分が多く、結局「自分がやりたかったことは

こんなことではなかった」というミスマッチは減

らせなかった。定着と活躍を期待した企業の思惑

の多くは実を結ばず、職種別採用を取りやめる企

業が増えていった。 

そのような中、日産自動車は、仕事や職種に対

する情報開示を深めることで認識ギャップを埋め

ようと努力を続けつつ、グローバルでの採用、配

置、育成との整合性も重視しながら職種別採用を

継続してきた。 

顕著なのは技術系採用だ。以前は多くのメーカ

ーがそうであったように、日産自動車も学校推薦

からの採用が大半を占めていた。今でも、多くの

リクルーターと呼ばれる社員が学校を訪問する。

しかし、本人の選択の意思決定を重視する日産自

動車は、技術系のゼミを回りながら、情報提供に

努め、大学で学んだり研究していることと実際の

企業の仕事がどのような関係にあるのかというこ

とを学生たちに理解してもらい、そのうえでどの

職種ならば学んだことを活かし、興味ある業務に

取り組めるのかといった観点で学生本人が納得の

いく職種に応募してもらう、という方法を取って

いる。いわゆる教授推薦、もしくは研究室内での

指定枠推薦とは一線を画している。 

一部では職種別採用に加えて、幅広い職種に興

味のある学生が様々な可能性を検討したうえで適

性を判断できるように、応募時点では職種を限定

しない応募枠も設けている。できる限り企業と学

生が互いの理解を深め、納得のいく働き方を実現

できるようにとの配慮からである。しかし、基本

的な考え方は、「その職種で活躍できる自分をイメ

ージできるか」というマッチングを重視しており、

入社の時点では、希望する部署のイメージを学生

が持てるようにしている。 

 

②既存社員の活躍支援と人事制度の基本的な考

え方 

 

日産自動車は、事業のグローバル化とそれに伴

うグローバル人材の活躍支援に対応すべく、任用

や評価を年齢とは関係なく、ミッションの重要性

や難易度と、その成果によって行うように変革し

てきた（日本経済新聞 2004）。 

しかし、性急な成果主義を導入した企業とは異

なり、上記の変革は徐々に浸透していくことにな

る。それは、たとえば以下のような理由による。

「技術の日産」の代表的な職種である技術開発・

生産技術部門においてリーダーとなる者には、そ

れぞれの専門分野で技能を磨き、ある程度習熟し

たらその周辺業務についてまたその技能を磨く、

といったことを繰り返し、ある職域内に関して全

体の業務の知識と技能、そしてその統合的な視野

を身につけることが期待される。そのため、リー

ダーを担うレベルに成長するには、一定の期間を

要することが多い。結果的に、多くの職域におい

て、習熟度の高い社員が重いミッションを担った

り、高い成果を出すようになっていた。そのため、

人事制度や人事施策の変化の影響は、成果主義を
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導入した企業の中でも比較的軽微だったと言える

だろう。また、成果を重視した評価制度を導入し

ながらも、業績回復とともに育成にも力を入れて

きたため、特に若手は育成するもの、という考え

方が社内に浸透している。そのような背景もあり、

職域によって多少の差はあるものの、新入社員は

一定の時期までは、職種別で採用された後に配属

された部署内で経験を重ねて技能を磨き、習熟し

ていく。その後、ある職種のエキスパートを目指

すか、部署・機能のリーダーであるファンクショ

ナルリーダーを目指すのが、主なキャリアパスに

なっている。 

 

Ⅲ-３．新しい採用、育成プログラムの導入 

―JBLP 

①次世代リーダー育成プログラムの設計 

 

前節で述べてきたように、これまでのリーダー

育成は、ある職域、領域内に習熟した者がその分

野のリーダーとなっていくというキャリアパスが

主だった。一方、前章で触れたように、事業のグ

ローバル化と環境変化の対応のため、若いうちか

らビジネスリーダーポストを担える者を育成する

必要が高まっていた。そのような中で生まれた

JBLP は 40 歳代でビジネスリーダーポストに着

任できる人材を育成することを目的としたプログ

ラムである。  

 本プログラム設計検討の際、入社後の短い期間

の中で、どれだけの機会を設定し、経験を積ませ

るかということが、グローバルリーダー創出のた

めの重要な要素のひとつだということが分かった。 

これは、海外経験のある人や現地で好業績の人

がどんな経験をしているかを調べた結果、30歳く

らいまでにピープルマネジメントを経験している

ことと、現場で PL 責任を負う仕事をしているこ

とから導かれている。 

上記の海外でのマネジメント体験のように、ビ

ジネスリーダーを創出するためにはどんな経験が

必要で、そのためにはどんな人材が必要で、とい

うことを議論し、新卒採用から、入社後の育成ま

でを全体として設計した。 

当初から、採用の変革の必要性は感じていた。

しかし、採用だけを変えても意味がないのではな

いか、といったことも感じていたという。 

 

「活躍する人材に共通する要件を見つけたい

と思っていたのですが、採用というのは成果

が出るまでの期間が非常に長いので、私の任

期中だけでは、仮説を立て検証するというこ

とができません。そこで、日本人のビジネス

リーダーたちに直接インタビューを行い、そ

の結果から共通する資質を抽出するという方

法を取りました」（本社タレントマネジメント 

担当部長） 

 

 ハイパフォーマー分析は多くの企業が導入し、

採用要件に反映させていることだろう。しかし、

いわゆる資質の部分だけに着目してもそれが唯一

無二の要因とは言い切れない。仮に現在のハイパ

フォーマーが入社時に持っていた要件を正確に抽

出し、それを持つ人材を採用できたとしても、事

業環境も入社後に経験することも人によって異な

っていては、当然 10 数年後に成長した人材は異

なるはずである。それはセットで設計されなけれ

ばならないと日産自動車は考えた。 

 JBLP は入社時から、入社 3～5 年目、入社 5

～7年目、30 代まで、それぞれのステージに応じ

た選抜・育成プログラムから成る。入社 3～5 年

目時点で選抜された者は、海外の現場で主体的な

業務を担当し、5～7年目には本人の適性、開発テ

ーマに沿った配属、ミッションアサインをしなが

ら、上司・部下は全員外国人というような環境の

中で、少しずつチームをリードする役割を果たし

ていく。もちろん、リーダーシップトレーニング、

コーチング、メンタリングなどの支援をしながら、

機会を作って育成するといった設計だ。 

 その後の約 10 年間で本人の強み・弱みの明確

化、本人へのフィードバックと開発テーマに沿っ

たアサイン、その効果検証というサイクルを回し

ながら、40歳代でビジネスリーダーポストに着任
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することをゴールとしている。 

 選抜基準は、能力や実績のほかに、本人の強い

意志が必要であり、適時選抜コースとそれ以外と

の入れ替えが行われる。 

もちろんJBLPはふるい落としのみの仕組みで

はなく、必要な能力を身につけ、高い意欲を持っ

た人に対しては常に門戸は開かれている。 

ただし、前節で触れたように、ある職種群では、

徐々に習熟する領域を広げながら、時間をかけて

ある職域のエキスパートになることが期待される

ため、若いうちに事業の全体像をつかむような経

験を積むJBLP対象との行き来は年齢を経るごと

にしづらくなることが想定されている。そのため、

ビジネスリーダーはそれまでの専門分野や配属部

門を問わないが、キャリアを選択していくうえで

どこかのタイミングではビジネスリーダーを目指

すのか、ある職域でのエキスパートを目指すのか、

という決断は実質的に必要になる。 

 

②ビジネスリーダー候補採用の人数、選抜基準、

方法 

 

新卒採用時点からこれまでとは異なる要件を持

つ人材を採用し、育成することを想定していたた

め、まずは入社後の長期にわたる配置、育成指針

を立て、そこから採用時点の人数、要件を絞り込

んでいった。そして、当然ながら、採用時点の人

材要件を変更したため、採用プロセスも変更して

いった。 

 社内で議論を重ねて検討した結果、2016 年卒採

用においては、従来の採用数の 1割程度をビジネ

スリーダー候補として採用することに決めた。本

社採用部門と配属先人事との協働・連携を強化し、

まずは入社後3年間を一区切りとして採用から育

成までの人材マネジメントのありようをゼロベー

スで見直した。 

和魂多才というコンセプトは、ビジネスリーダ

ー候補、通常人材の共通項目として求めることに

なるが、ビジネスリーダー候補者には心技体と呼

んでいる人材要件3つそれぞれを高いレベルで求

める。3つのうちの 2つを主に採用時に見極め、

残りの1つは主に入社後に見極めていくという方

針を立てた。 

 

「（ビジネスリーダーに必要な要件を）分類し

たらだいたい3つに分けることができました。

ひとつはマインド。もうひとつは技、スキル

ですね。最後に体験。これらを心技体という

キーワードでまとめています。日本人のよい

マインドセットと欧米流のスキルを持った人

材を見極めていくために、採用の現場では『心

と技』に関して、行動判別のチェックリスト

で見るようにしています。『体験』については、

入社後のアサインメントで見極めていくこと

になります」（本社タレントマネジメント 担

当部長） 

 

 しかし、限られた採用期間で十分に見極めをす

ることは難しい。これまでの筆記試験と面接だけ

では十分な選考ができないと判断した。 

 

「私たちは、面接だけでは見えにくいリーダ

ーシップを、ワークショップを通じて評価し

ました。面接のみの場合より、リーダーシッ

プの発露状況が分かりやすく、アセスメント

の精度は高くなっていると思います」 

（本社タレントマネジメント 担当課長） 

 

 ワークショップは、延べ計 5日間の実践的な問

題解決コンテンツで設計した。内容は実際にあっ

たケースをもとに作成された実践的な問題解決プ

ロセスを通して、現時点の能力と成長の伸び代を

見極めた。  

 学生は 6名ずつのグループに分けられ、それぞ

れ部長クラス以上の2名の評価者が多角的に評価

した。 

 学生たちは、実際に日産自動車の社内で使われ

ている思考ツールなどを学びながら、それを使い、

用意されたプログラムを消化していく。用意され

たものとはいえ、実際のビジネスで起きた事例が
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ベースになっているため、明快な正解はなく、実

践的な課題に向き合うことになる。当然意見が割

れることもあるし、論理だけで説得力を十分に持

たせることができないものもある。それらも含め

て、どのように課題に向き合い、取り組むか、そ

のプロセスそのものを見られるのだ。 

 そこから一定数が選抜される。もちろん、その

枠に入れなくても通常採用枠ならば十分に合格す

る基準に達している学生もいる。 

 

③入社後の配属および異動方針、フォロー体制 

 

通常の新卒採用技術系・事務系の入社者は、職

種別採用後、配属部署ごとに育成されるが、ビジ

ネスリーダー候補者は、3 年間は、本社の採用担

当部署がフォローすることになる。最初の配属は、

ビジネスの現場が分かる営業・マーケティング系

の部署に配属し、顧客やパートナーの声に直に触

れる部門に配属する。当然その部署にも部門人事

がいるが、3 年間は本社採用担当がフォローし、

面談も行い、評価などにも目を配る。 

本人の志向やタイプなどを踏まえて上司との相

性も考慮して配属。一方、1 年目の新人向け研修

など、全社横断のプログラムは、通常採用のメン

バーとともに受講してもらう。 

2 年目は、通常業務に加えて、1 年間の現場経

験を通じて得た知見と、新鮮な視点を活かして実

践的なビジネスケースについての研修の開発を検

討している。 

3 年目には、全社の 3 年目研修を中心に受講す

るが、その中でビジネス状況下での行動について

評価し、それを個別にフィードバックする。その

内容を踏まえ、今後の異動・配属先も検討する。 

4 年目以降は、現在も社内で走っている別の選

抜トラックに乗っていく者もいる。中には、海外

へ異動し、グローバル・ダイバーシティな環境下

で多様な人材と協働する機会を経験してもらう者

も出てくるだろう。 

 

「通常採用チームは採用しかやらないと思いま

すが、当社は新しい取り組みとして、採用チー

ムのカバー範囲を入社後3年まで広げようとし

ています。採用したかった人が実際に採用でき

ているのかどうか、採用の部分しかやっていな

いと分からないと思いますが、採用のコミット

とはそういうことだと思うのです」（本社タレン

トマネジメント 担当部長） 

 

Ⅳ．進捗状況と日産自動車の課題 

Ⅳ-１．採用改革の進捗 

 

ビジネスリーダー候補採用枠は 2015 年度採用

（2016 年 4 月入社）からの取り組みである。つ

まり、本稿執筆時点では対象者はすでに選考を終

え内定しているが、まだ未入社の状態である。上

記方針を掲げているが、配属先の検討、受け入れ

部署への協力依頼、モニタリングとフォロー体制

は継続検討中である。 

 また、選抜コースを経た者には、ミッションの 

アサインという形で成長機会を優先的に付与して

いくが、既得権益ではない。都度通常コースの者

と共通の基準でアセスメントをし、入れ替えるこ

とを想定している。その具体的な制度設計はまだ

これからだ。 

 

「候補者に対しては、配属部署と事業部人事

が 3年間の育成計画を立て、それを本社採用

チームが検証します。それを上司、メンター

がフォローし、本社採用チームもモニタリン

グします。また、出てきた計画、進捗につい

ては全社採用チームで全員分をレベリング

します」（本社タレントマネジメント 担当

課長） 

 

 本事例の最終的な成果は、実際のビジネスリー

ダーの輩出という早くても10 年後にならないと

判明しないものではあるが、少なくとも採用担当

は採用者の質に一定の手ごたえを感じており、仮

説と計画に対し、現段階で一定の成果が出ている

と言えるだろう。 
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Ⅳ-２．日産自動車の課題 

①選考基準について 

 

選考時に、本社の採用担当部署のみではなく、

グローバル人材が活躍している部署の事業部人事

の部長が評価者となったことで見えた課題がある。 

 採用部門から見て、ビジネスリーダー候補採用

枠での採用者は、通常人材と比較してもかなり質

の高い学生を採れたと考えている。筆記試験の結

果しかり、実践的な問題解決プログラムでの評価

しかりだ。しかし、評価者を務めた一部の事業部

人事部長からは、厳しい評価を受けた。 

 

「本社が企画している選考プログラムを通

じて、いいタレントがいたら採りたいと思っ

ているので見に行きました。私の部署で採用

枠を５人ぐらいと思っていたのですが、正直

な話、全体のうち、２人しか採用レベルに達

していませんでした」（事業部 人事部長） 

 

 この部署は、中途採用も積極的に行っていた企

画部門だった。実際中途採用での基準は高く、世

界中からタレントを集めていた。年齢は若手から

ベテランまで様々だ。実際には新卒とほとんど年

次の変わらない社員もいる。 

本社の採用部署は、上記のような部門の声を踏

まえ、候補者に今後ビジネスリーダーになりたい

か、それとも部門でのリーダーを目指したいかと

いったようなキャリアに対する意思を確認するこ

とにした。どのようなキャリアを描いていきたい

か、という意思を日産自動車内で「キャリアアス

ピレーション」と名付け、候補者の能力に加えて

選考基準とし、加えて育成テーマとしても取り組

み始めている。 
 
②人事部門の連携強化 

 

本社と事業部の人事部門間の連携も課題のひと

つとしている。 

 

「現実の採用指標について、本社サイドの意

図と、我々（事業部 人事）の実感とにギャ

ップがある」（事業部 人事部長） 

 

「ビジネスリーダーを若いうちから早く育

てろということを、今求められているわけで

す。モノづくりのやり方を変えるならできる

かもしれないが、今のモノづくりを前提とし

た人材の育成を考えると、それは極めて難し

い」（事業部 人事部長） 

 

 すでに述べたように、通常の新卒採用の場合、

入社後の育成は、配属先部署がすべての権限と責

任を負う。実際には、部門人事と配属先部署の上

司が中心になってミッション設定や異動・配置を

行うことになる。 

 各事業部人事でも、ビジネスリーダー育成の重

要性は認識しているものの、採用や育成、配属な

どの各論においては、まだ十分に認識がそろって

いない。そのことが JBLPの精度を低めるリスク

があると考えている。 

 
③既存社員のフォローおよび意識改革 

 

 既存社員の受け止め方、特に選抜者と非選抜者

との区別をどのようにとらえるか、またその意識

が新人の育成や職場の雰囲気にどのような影響を

与えるか、という問題について本社および事業部

人事は細心の注意を払っているが、具体的な手は

打たれていない。 

  

「はっきり言って、職場の上司とかの意識っ

ていうのはそんなに変わってないですよ」

（事業部 人事部長） 

 

日産自動車は年次にとらわれない任用・登用を

推し進めてきており、ある程度社内でも抜擢人材

の存在が分かるようになってきている。しかし、

多くの場合それは周囲にとってもある程度分かる
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形で成果を出していたり、少なくとも実務を通じ

て評価されているという共通認識がある。 

 現時点ではまだ仕事を経験したことがない学生

に対し、現在の選考基準が本当にリーダー候補と

してふさわしいものなのか、その基準に従って正

しく選考できているのか、そのような対象に対し

て、機会を優先的に与え、成果に対して評価して

いくことは本当に適切なのか。そのような懸念に

対し、どのように情報を共有しコミュニケーショ

ンして、納得感と協力を引き出すか、というのも

これからの検討課題だ。 

 一方、モノづくりに携わる技術系人材の育成に

関しては、早期抜擢が必ずしも有効とは限らない

というのも社内に共通の認識としてある。一方で

は若手の組織長ポストへの任用などが進み、他方

ではこれまでの基準では同じように高いポテンシ

ャルを持った者が、じっくりと育成されていく。

何を分け、何を統合していくのか。それらもまだ

議論する余地のあるテーマである。 
 
Ⅴ．考察 

Ⅴ-１．ホイールモデルによる整理 

 

 まず初めに日産自動車の取り組みをホイール

モデルを使って整理する。 

 

図表４ 従来の採用 

 

出典：中村ら（2016） 

 

従来の新卒採用は、図表４の②採用プロセスの

前提～⑤採用プロセスの成果までを回して採用し

ていたことに相当する。緩やかな人事制度の変更

はあったが、すでにある程度定型化された採用プ

ロセスの設計を、あらためて他の人事施策と連動

させる必要は必ずしもなかった。 

一方、今回のJBLP では、図表５で示している

ように、①HRM の前提・⑥HRM の成果も加え

て全体設計したことになる。40歳時点でのグロー

バルリーダーの求める要件を起点に、育成も含め

た異動・配置、ミッションアサインやその評価の

仕方までを 0から設計したことになる。 

 

図表５ JBLP採用 

 
出典：中村ら（2016） 

 

Ⅴ-２．全体の一貫性について 

 

 今回日産自動車がビジネスリーダー候補採用を

行ううえで、最初に変えたのは、採用要件である。 

これまでの長期でのローテーションを前提とし、

組織でのパフォーマンス発揮を第一義として想定

していた活躍人材像から、ある程度の育成期間は

あるものの、主に個人の能力発揮を前提にしたビ

ジネスリーダーへと活躍人材像を切り替えた際に、

採用時に見極められる要件と、その後の育成で開

発しうる要件とを整理した。それが好奇心、洞察

力、胆力、影響力という 4つの力と、成長の伸び

代だ。これは採用プロセスの前提の再設計に相当

する。そして、それらを、可能性の大きさとして

とらえるのではなく、「実際に発揮しうるもの」と

して見極めるということを重視した。つまり、実

践的な問題解決のシーンにおいて、実際に発揮さ
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れたかどうか、ということを重視したのだ。これ

は、従来のエントリーシート、ペーパーテスト、

面接だけでは測れない。そのため、疑似就業体験

の中での長期間取り組みの中で、複数アセッサー

による評価、という形式にしたのだ。 

これは採用要件を見極めるために、募集・選抜

の方法を変更したことにあたる。 

これを多数の応募者がいるすべての採用枠にお

いて実施することは現実的ではないかもしれない。

しかし、必要な要件を満たす人材に対し、そのた

めの活動工程と実際の選考方法を整合的に設計す

ることは重要である。全体を一気に変えることは

難しくても、絞り込んだ対象についてならば、一

貫性のある手法を選択することができたのだ。 

 

Ⅴ-３．フィードバックループに関して  

 

 日産自動車では、ビジネスリーダー候補採用の

基準に新たに、自律的なキャリア形成につながる

キャリアアスピレーションという観点を付け加え

ることにした。と同時に入社後の開発テーマとし

ても位置づけた。 

 日本の採用・社会システムを見渡した場合、新

卒一括採用に代表される仕組みが補完的に作用し

ているために、自律的なキャリアの選択機会は、

欧米に比べると少なくなっている（豊田 2013）。

そのため、そもそも就職活動時点でキャリアアス

ピレーションの高い学生は少ないだろうが、視点

と機会を提供すれば、ある程度までは伸ばせるは

ずという考え方だ。 

 今回の事例において見直しのきっかけになった

のは、前章で触れたように、評価者でもあり、入

社後の配属先の可能性もある事業部人事部長が感

じた違和感だ。当初設定していた要件は満たして

いるのに、何かが足りない。それは通常ならば入

社後ある程度の期間が立ち、具体的なリーダーポ

ストの提示が行われるようなタイミングで明らか

になるキャリアに対する考え方だった。 

 採用活動は実際の成果が出るまでには、時間が

かかる。次世代リーダーの候補者採用ではなおさ

らである。しかし、その結果が出るころに採用活

動を修正してもほとんど意味はない。むしろすで

に事業環境が変わって求める人材がそもそも変わ

っている可能性すらあるのだ。そのため採用活動

の軌道修正は、最終結果が出る前に動いていく必

要がある。特に今回のような、HRM の前提、HRM

の結果までを変革の視野に入れた活動の場合は、

なおさらである。 

 企業の採用部門は、それらを考慮に入れたうえ

で、成果をモニタリングし続け、活動を都度再設

計するということが求められていくのだ。 
 
Ⅴ-４．コーディネーション役としての人事部門の

連携 

 

 ビジネスリーダー候補採用は、採用と育成、そ

してミッション設定・評価を一貫して設計し、ビ

ジネスリーダー候補者を横並びで見ていくために、

本社採用部門が 3年間モニタリング・フォローし

続ける。その時に、狙いや目的、そのための施策

の理解などが本社採用部門と配属先部門人事との

間で齟齬があると、狙い通りに育成できない可能

性がある。 

 まだ取り組みを始めたばかりなので、気づきは

互いに共有し、それを踏まえた修正などフィード

バックループを積極的に回していく必要はあるが、

そもそもの狙いが十分に共有されていなければ、

建設的なフィードバックループを回すことができ

ない。 

 日本企業の多くと同様、日産自動車もこれまで

は採用活動と入社後の支援は分断されていた。い

や、正確に言えば、大きな変化が生じなかったた

めに、当初の設計を前提に長い間に定着したやり

方を踏襲すれば、特に連携を要さずとも成立して

いたのである。 

 しかし、事業環境が変わり、採用要件が変わり、

それに伴って採用、育成、評価を変える際には、

その思想と施策の整合性とともに、その理解と実

践の主体者である人事部門間の連携強化が必要に

なってきたのだ。採用の全体をデザインし、強力
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に推進していく採用のハブ機能を担う中心的な存

在は日本企業においては人事部門なのだ。 

 

Ⅴ-５．既存社員への周知、巻き込み方 

 

ビジネスリーダー候補採用のような取り組みを

どのように社内へ周知し、周囲を巻き込んでいく

のか、というテーマも重要である。いわゆる横並

び・年功序列型昇進といわれる人事制度は、この

点の非選抜者のモチベーション、モラルダウンに

配慮していたという側面もある。しかし、周囲の

協力や積極的な関与がなければ、いかに選抜者と

いえども若手は育たない。 

この点は多くの日本企業の人事は頭を悩ませる

ことになるだろう。しかし、情報を制御すること

により不安や臆測が増加する構造になるという可

能性もある。情報公開により関係者の当事者意識、

本人の覚悟、非選抜者の納得感を高める方が効果

的という考え方もあるのではないだろうか。実際、

グローバル人事に深くかかわるある人事部長は以

下のように発言している。 

 

「ビジネスリーダーになるのはそれなりに

つらいですからね。なりたくないというのも、

結構いると思うんです」（事業部 人事部長） 

 

 グローバルでの人事マネジメントが求められる

企業にとって、選抜者が受ける機会とともに、責

任やミッションも正確に伝えていく。そしてでき

る限り客観的な基準をもとに、正確な情報開示を

し、その基準に沿って選抜プログラムを運用して

いくことで、透明性の高い、健全な組織風土が形

成されていくのではないだろうか。 

 実は、採用プロセスの設計や募集・選抜だけに

視界が閉じていると、このような問題意識は持ち

にくい。今回の事例で言えば、このテーマはHRM

の成果を高めるための階層間の活動の整合性を取

ることに相当する。採用活動の最終的な成果を高

めるためには、採用してからのデザインや活動も

重要なのである。 

 
Ⅵ．総括 

Ⅵ-１．本研究の貢献 

 

最後に、全体を総括し、今後の研究課題を提示

したい。まず、本研究で示した事例における採用

変革の特徴は以下である。 

 

 将来のビジネスリーダーの要件を定め、そ

れに伴い、採用変革を行った。 

 それに先立ち、対象者に対する必要要件獲

得のための条件を整理し、採用後の育成、

配属、経験職務などの対象者に対する人事

諸施策が一貫性を持って設計された。 

 採用時に見極める要件と入社後に育成す

る要件を整理し、採用要件を精度高く見極

めるために、十分な時間をかけた、実践的

な問題解決プログラムを導入した。 

 本社および各事業部の人事部長が評価者

として参加し、候補者を複数の視点で評価

した 

 採用要件へのキャリアアスピレーション

の追加など、最終成果が出る前に、仮説を

立てながら PDCA を回す取り組みを行っ

ている。 

 

戦略的採用のホイールモデル（中村ら 2016）

にあてはめてこの事例を分析すると、採用変革に

はとりわけ以下の2つが重要であることが明らか

になった。 

（１）採用設計における全体の一貫性 

（２）最終成果が出るまでに時間がかかる場合に

は、途中で仮検証を行いながら、PDCA を回す必

要 

（１）については、あらためて採用の設計におい

て、HRM の前提や採用の設計、プロセスに関し

て一貫性が採用の効果を大きく左右することが分

かった。採用全体の変革が難しい場合は、まず対

象を明確に切り出し、その対象については、人材

マネジメント施策について一貫性を維持しながら
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設計する必要がある。当然、採用設計から募集・

選抜のプロセス、採用の成果のKPI設定に関して

も、目的と対象に照らし整合性が取れていること

が重要である。（２）については、ホイールモデル

におけるHRMの前提やHRMの成果に相当する

部分も含めてフィードバックループを回そうとす

ると、長い時間を要することがある。採用のサイ

クル以上の時間がかかる場合には、途中で設定し

た KPI や仮ゴールに照らして仮検証しながら、

PDCA を回す必要がある。 

 これらの発見は、募集・選抜のプロセスではな

く、HRM の視界を持って採用変革をとらえたが

ゆえに明らかになった採用変革の特徴である。中

村ら（2016）が指摘しているように、既存の採用

研究の多くは、個別の事象に焦点をあてるミクロ

研究が中心となっているものの、企業を取り巻く

外部環境が変わる中で、採用を人材マネジメント

システムの一部としてとらえる研究の重要性が増

している。本研究は、その意味において、これま

での採用研究に新たな知見をもたらしたと言える

だろう。 

 

Ⅵ-２．今後の課題 

 

今後、本研究をより意義の深いものにしていく

ポイントは大きく 2つある。 

１つは、データや複数の事例にもとづく研究の

精緻化である。本研究では、従来の新卒採用を１

周目とし、そこで明らかになったHRM の課題を

受けて、新たな採用を構築した事象を取り上げて

いる。しかし、２周目のHRM の成果が完全に明

らかになる前に、３周目のサイクルに入っている。

そのため、継続的な経過観察による検証が期待さ

れる。また、それらに加え、データや他企業の取

り組みも含めた、研究の精緻化が必要である。 

 ２つ目は、新たな採用パターンの出現に関する

研究である。本研究で取り上げた事例では、従来

のメインストリームである新卒採用はそのままに、

次世代ビジネスリーダーの採用だけを「一点突破」

で構築している。中村ら（2016）が示すように、

多様なステークホルダーと様々なタスクが絡む採

用において、全体を再構築することは極めて難し

いため、従来の採用はそのままに、新たな採用を

小さく生むことは有効だろう。このように、複数

の採用パターンが出現する際の成立条件を明らか

にする研究の必要性を、本研究は示唆している。 

本研究が、採用を構造的にとらえる視点を提供

し、またその際のツールとしてホイールモデルが

有用である可能性を提示し、結果として採用領域

の研究が増え、より本質的な構造とそれらを取り

巻く条件との整理が進むことになることを願い、

さらなる研究に取り組んでいきたい。 
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